
２．一般管理費 ` ` ` 136¶472 136¶472 714¶901 851¶373

３．財務費用 2¶609 301 ` 2¶094 5¶004 ` 5¶004

４．雑損 3¶746 49 24 1¶197 5¶017 91 5¶108

計 8¶497¶876 1¶911¶881 546¶824 2¶433¶783 13¶390¶365 878¶321 14¶268¶687

Ó．事業収益
１．運営費交付金収益 4¶859¶819 1¶659¶477 417¶910 2¶164¶996 9¶102¶203 869¶530 9¶971¶733

２．臨床医学事業収益 2¶223¶643 ` ` ` 2¶223¶643 ` 2¶223¶643

３．受託収入 358¶714 167¶063 28¶877 11¶368 566¶023 36¶249 602¶272

４．補助金等収益 40¶138 22¶360 6¶230 ` 68¶728 ` 68¶728

５．寄附金収益 51¶583 1¶303 ` ` 52¶887 ` 52¶887

６．資産見返負債戻入 1¶130¶479 70¶570 42¶738 96¶038 1¶339¶826 25¶363 1¶365¶190

７．その他の事業収益 87¶673 8¶910 118 13¶239 109¶942 ` 109¶942

８．財務収益 ` ` ` ` ` 2¶458 2¶458

９．雑益 1¶664 354 ` 9¶583 11¶602 11¶000 22¶603

計 8¶753¶717 1¶930¶039 495¶875 2¶295¶226 13¶474¶858 944¶602 14¶419¶461

Ô．事業損益（�損失） 255¶840 18¶158 � 50¶949 � 138¶556 84¶492 66¶280 150¶773

Õ．総資産
１．現金及び預金 ` ` ` ` ` 3¶957¶935 3¶957¶935

２．建物 12¶306¶749 677¶673 273¶658 4¶105¶737 17¶363¶818 214¶397 17¶578¶216

３．構築物 94¶472 8¶309 13¶083 394¶381 510¶247 21¶197 531¶445

４．機械装置 5¶525¶569 290¶772 36¶854 ` 5¶853¶196 ` 5¶853¶196

５．医療用器械備品 741¶624 853 4¶854 ` 747¶332 ` 747¶332

６．工具器具備品 2¶833¶347 302¶967 231¶352 365¶879 3¶733¶547 118¶958 3¶852¶505

７．土地 ` ` ` ` ` 8¶771¶311 8¶771¶311

８．建設仮勘定 ` ` ` 5¶250 5¶250 ` 5¶250

９．その他 228¶350 158¶268 10¶462 19¶077 416¶158 22¶720 438¶879

計 21¶730¶112 1¶438¶844 570¶267 4¶890¶325 28¶629¶551 13¶106¶521 41¶736¶072

� 損益外減価償却相当額、損益外減損損失相当額、引当外賞与見積額及び引当外退職給付増加見積額の各セグメント別の金額は、下記のとおりです。
（単位：千円）

放射線に関するライフ
サイエンス研究 放射線安全研究 緊急被ばく医療研究 基盤技術研究及び人材

育成その他業務 計 法 人 共 通 合 計

損益外減価償却相当額 1¶363¶814 86¶812 26¶683 349¶969 1¶827¶279 14¶235 1¶841¶514
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注 { 各事業の主な内容
【放射線に関するライフサイエンス研究】 量子ビーム技術の医療応用及び分子イメージング技術に関する研究
【放射線安全研究】 放射線安全に関する研究
【緊急被ばく医療研究】 緊急被ばく医療に関する研究
【基盤技術研究及び人材育成その他業務】 放射線計測技術、実験動物管理・開発技術等に関する基盤研究、共同利用研究、国際共同研究、萌芽型・創成型研究及び人材育成業務

| 事業費用のうち、配賦不能額は「法人共通」項目に含めております。なお、その主なものは一般管理業務に係る費用であります。
} 事業収益のうち、配賦不能額は「法人共通」項目に含めております。なお、その主なものは一般管理業務に係る運営費交付金収益であります。
~ 総資産のうち、配賦不能資産は「法人共通」項目に含めております。なお、その主なものは土地及び一般管理業務に係る資産であります。
� 事業費用には前中期目標期間繰越積立金の取崩しを財源とする費用9¶190千円が含まれております。
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